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工業高校における発達障害等の早期判断・対応システムの開発 
 
学校力開発分野（18220919）松 田 浩 明 
 
本研究は，工業高校及び工業科を設置する高校において特別支援を必要とする生徒の早
期判断及びその対応方法を示すシステム開発を目的とした研究である。本年度は，情報通
信技術（ICT：Information and Communication Technology)を活用したシステム開発の必
要性や各学校の現状を把握するため，アンケート及び教育現場の調査を行った。その結果，
システム開発の必要性に併せて，早期に適切な指導体制をつくることが重要であるが明ら
かになった。 
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１ 問題 
2005 年４月に施行された発達障害者支援法に
おいて，発達障害とは「自閉症，アスペルガー症
候群，その他の広汎性発達障害，学習障害，注意
欠陥多動性障害，その他のこれに類する脳機能の
障害であってその症状が通常低年齢において発見
するものとして政令で定めるもの」とされている。
このことから2005年以降，入学者の中にも発達障
害の診断がある生徒が徐々に増えてきている。 
これまでも，同様な実態を示す生徒は入学して
きていたが，これらの生徒については「勉強が苦
手な(出来ない)生徒」，「これまで躾がされてこな
かった生徒」，「提出物の期限が守れない生徒」等
と推察されてきた。その原因も「単なる甘え」，「家
庭の問題」，「努力不足」等と考えられ，指導内容
も「ノートに何回も書かせる」，「勉強等生徒自身
が行う様々な活動の動機づけの強化や意義を説く」
等の画一的な指導内容であった。 
しかし，社会的に「発達障害」，「特別支援」と
いう言葉が認知されてくることにより，一部では
あるがこのような実態を示す生徒への画一的な指
導方法に疑問を抱く教職員も現れてきたが，問題
意識を持つまでのレベルにとどまっている状態が
現状であり，「多くの課題と新たな施策の必要性が
あると指摘されている」（山形県教育委員，2018）。
さらに，少子化に伴い，入試における県内全体の
実質倍率が１倍程度となっている現在では，一部
の学校の倍率が高くなれば，必然的に他高校は低
倍率となる。中には受験生の人数が，入学定員を
下回ることから「教科によっては極端に点数の低
い生徒」や「欠席の多い生徒」等中学校生活に苦
労した生徒が以前より多く入学してくるようにな
った。そのような生徒の中には，発達障害の疑わ
れる生徒も含まれていると推察される。このよう
なことから，学習指導はもちろん生活指導にも多
くの労力を費やしている。教職員の中には「現状
は理解できるが，だったらどうすれば良いのか」
というネガティブな発言も聞かれる。また，高校
では教科の専門性が強く，このような生徒への対
応は保健部，特に全校を担当する養護教諭が中心
であり，校内のキーパーソンとなっているが(古
川･内藤･松嶋，2009)，年々その負担も増している
状態にあり，適切な対応が難しくなってきている
ことも大きな問題である。 
 
２ 目的 
本研究では，上記のような高等学校の課題に対
し，以下の仮説に基づいた実態把握を行い，その
仮説が現状の教育現場を反映しているものになっ
ているのかを検証する。また，そこから得られた
特別支援教育に関する障害等の早期判断及びその
対応方法の問題点を探り，生徒，保護者，教職員
が良好な関係を築けるようなシステム開発を目的
とする。また，この目的の仮説を２点設定した。 
仮説１：高校は，設置地区以外からも多くの生
徒が入学してくる。しかし，中学校側から示され
る生徒情報は，同学区内ある小から中学校へのよ
うな詳細な生徒情報が提供されにくい。そのため，
生徒個々の実態把握が遅れてしまい，適切な対応
及び手立ての時期を逸してしまい，学校生活に支
障をきたしているのではないか。 
仮説２：仮説１を受け，その対応としてICTを
活用した早期判断・対応システムを開発し，入力
された生活データ等から，該当生徒の状況を早期
に判断し，支援の方向性を示すことで，適切な指
導を行うことができるのではないかと考えられる。
また，状況によっては，保護者や関係機関と連携
し，より安心して学校生活を過ごすことができる
のではないかと考えられる。 
１年目は，仮説１を検証することを目的として，
県内工業高校及び工業科を設置する高校にアンケ
ートを実施すること，また，教育現場の調査研究
においてより詳細な実態把握を行うこととする。
仮説２は仮説１の検証後，さらに調査内容を精査・
分析し，２年目の研究として考えるものとする。 
 
３ 方法 
(1)アンケートによる実態把握 
 ①アンケート対象 
アンケートは，県内の工業高校及び工業科を設
置する高校11校(公立８校，私立３校)の全日制の
学校を対象とする。各校にアンケート用紙を配付
し，直接回収する。記入者は，各高校の養護教諭
又は保健主事とする。 
②アンケート内容 
９項目の質問とし，４段階の意識調査と聞き取
り調査に分けた。アンケート内容を図１に示す。 
図１ 養護教諭へのアンケート内容 
③アンケート調査期間と回収 
アンケート用紙は20XX年７月初旬，県内工業高
校校長会時に，勤務校校長より各校校長に直接配
付する（国立を除く）。その約１カ月後20XX年８
月初旬～８月末にかけて，聞き取り調査を兼ねて
直接訪問し回収する。 
(2)教育現場の調査研究 
 教育現場の調査研究は20XX年10月下旬から３
週間実施する。研究期間内において，養護教諭及
び保健主事(特別支援教育コーディネーター)から，
教育現場の調査研究における特別支援教育に関す
る問題点や改善点の聞き取り及び担当クラスの生
徒観察による実態把握を行う。 
 
４ 結果 
(1) アンケートによる実態把握の結果 
アンケート回収率は 100％であり，全て養護教
諭からの返答であった。その結果を図２に示す。 
図２ 養護教諭へのアンケート結果 
<ある><まあまあある>のポイントをまとめると， 
となる。次に聞き取り内容を示す。 
◎近年(過去５年程度)，特別支援を要する生徒
の割合が多くなっている・・・・・・・81.8％ 
◎近年(過去５年程度)，診断名はないが注意欠
如多動症(以下，ADHD)や学習障害(以下，LD)
的な気質を感じられる生徒が多くなってい
る・・・・・・・・・・・・・・・・63.7％ 
◎入学時から判明している特別支援を要する
生徒への対応はできている・・・・・・54.6％ 
◎近年，校内の様子を見て整理整頓が苦手な生
徒が多くなってきていると感じる・・・60.0％ 
◎場の雰囲気や空気感を感じることができず，
人間関係でのトラブルになり，保健室に来室
する生徒が増えていると感じる・・・・60.0％ 
◎生徒の発達障害の実態把握のため可能であ
ればもっと心理アセスメント検査（WISC）等
を活用した方がよいと思う・・・・・54.6％ 
◎診断されて入学してくる人数は例年２～５
名程度いる。(学校規模にほぼ比例する) 
◎ADHDやLDの気質を感じる生徒は増えてはい 
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以上がアンケート結果である。  
(2) 教育現場の調査研究の結果 
①学校概要 
(a)20XX 年近隣の２校が合併した新設校で農業
科工業科，商業科を有する全日制の山形県立
Ａ高校である。 
(b)クラス数は１学年５学科５クラスの中規模
校である。 
(c)発達障害と診断さている生徒が１学年では
11％，２学年では５％，３学年で４％，全体
平均6.4％となっている。 
②特別支援に関わる学校としての問題点 
教育現場での問題点をまとめる以下のように
なった。 
◎中学校により生徒に関わる情報量に差が
あり，実態把握に時間を要すること。その
ため，情報の共有化が遅れてしまうこと 
◎学校独自のアンケート及び全体検査を行
っているが，その結果が効果的に活用され
ていないこと。 
ないが，一定の人数は入学してくる。 
◎各学校で共通している対応方法をまとめる
と以下の３点となった。 
・入学前アンケート等を行い，生徒の様子を早
い段階把握できるようにしている。 
・調査書等中学校から，もしくは，地区連絡会
からの申し送り事項を一覧表にした要注意
生徒一覧として，全職員へ配付，もしくは，
閲覧可能な状態で周知を図っている。 
・特別支援教育委員会を設置し，対応を協議す
る。 
◎上記委員会の活動内は以下の通りである。 
・委員会メンバ ：ー教頭，保健部(特別支援教育
コーディネーター)，検討対象生徒の担任，学
年主任を基本に各学校の事情に合わせ，教務
部，生徒指導部，所属学科，場合により進路
指導部からの参加となる。 
・検討対象生徒：特別な支援を要する生徒，不
登校又は不登校傾向になっている生徒，家庭
環境に問題を抱える生徒，カウンセラーから
の報告に基づき検討が必要な生徒等となる。 
・開催回数：年４回から12回 
・協議内容：内規に抵触しそうな生徒の状況報
告や進級，卒業に関わる協議等が中心にあ
る。本来検討あれるべき，特別支援教育に関
わる方略等の協議は行われていない。 
◎実際に指導を行う教職員は，学級担任が主で
ある。 
◎整理整頓の状況をまとめると以下のような
内容であった。 
・クラスに数名，机上への積み上げたり床に直
接置いたりと，片付けが苦手な生徒がいる。 
・ロッカーの中を片付けられなく，物があふれ
ている生徒がいる。 
・他人のロッカーに自分の物を無意識に入れて
しまったり，取ってしまったりとテリトリー
感が無い生徒がいる。 
◎人間関係のトラブルは障害の有無に関係な
く，全体的な問題であり，以下にその内容を
示す。 
・SNSに関わるトラブルが潜在的にある。 
・基本的にコミュニケーション能力が低い。・特
別な支援を要する生徒に限らずトラブルは
増えている。 
・自閉症(以下，ASD)等の障害のある生徒でトラ 
ブルはないが周囲の理解不足もあり変わっ
ている人だと思われている。 
◎検査については，保護者は受け入れ難い状態
である。校内カウンセリングも大変である。 
◎検査を校内で実施でき，判断し，生徒の傾向
や強みを適切に活用できると助かる。診断の
内容が読める先生がいると助かる。 
◎学校で，検査ができる人がいると良い。 
◎現在，特別な支援を要する生徒への具体的な
対応は以下の通りである。 
・所属学科で対応している。  
・特別支援学校の先生の巡回相談を依頼し，特
に気になる生徒について，助言を得る。 
・トラブルがなければ担任で対応し，トラブル
があれば委員会が検討・対応する。 
・最終的に担任や所属学科で対応し，従来から
の指導方法で行っている。 
◎各学校の問題点を以下のようにまとめた。 
・共通理解や教職員間の知識の向上を図る。 
・特別支援教育コーディネーターの専門性，力
量を高める。 
・検査・アンケート等の分析力の向上。 
・組織的な取り掛かりが遅く，フットワークが 
重い。素早い対応が必要である。 
・教職員の啓蒙化と意識改革が必要である。 
以上のような結果となった。 
 
５ 考察 
(1) アンケートによる実態把握の結果について 
 アンケート全体から，特に問題意識の高い内容
をまとめると以下の３点となる。 
(a)特別支援や配慮が必要と思われる生徒の入
学は多くなっているが，その現実に対応でき
ていない。 
(b)組織はできているが，円滑で効果的な運営が  
できていない。 
(c)教職員の発達障害に対する知識・スキル・理
解が不足がしている。 
このことは，国立特別支援教育総合研究所
(2014)，高校における発達障害等の特別な支援を
要する生徒への対応・支援に関する研究成果報告
書の中にも同様の内容が示されており，早期に改
善しなければならないことを示している。 
(2) 教育現場の調査研究の結果から 
 教育現場の調査研究からは，前記(1)に示す問題
点が挙げられるが，その問題の背景として以下の
３点にまとめることができる。 
(a)生徒個々の情報収集に時間を要すること。 
(b)教職員が持っている生徒個々の情報等の共
有化に統一感がないこと。 
 (c)校内研修会等のスキルアップの時間確保が
難しいこと。 
問題を抱えている生徒の対応は，主にその学級
担任が行うため大きな負担となっている。このこ
とは「山形県における高等学校の特別支援教育コ
ーディネーターの指名率は 100％となっているが，
十分にその役割が果たされていないケースもある」
（山形県教育委員会，2018）と示される内容とも
一致するものであり，本来組織的な対応を行うた
めに中心的な役割を果たすべき特別支援教育コー
ディネーターが効果的に機能できていないことが
考えられる。 
(3)総合考察 
これまでの二つの考察をまとめると，各学校に
おいて特別支援教育の適切な運用は，早急に解決
しなければならない問題点があり，仮説１を裏付
けるものであると判断できる。しかし，教職員の
特別支援教育に関わる知識・技術が不足している
現実もある。さらに，様々な要因から，校内研修
の時間確保もできない状態である。そのため，特
別支援教育を要する生徒の実態把握及び障害に対
応する基本的な方策を示すシステム開発は，その
有意性は高く，特にICTを活用したシステムはそ
の汎用性及び利便性は大きいと考える。 
今後の課題は，各障害を見とるための設問等，
システム全体のアルゴリズムを考えることである。
特に，その中でも情報の数値化や判断式の作成，
及びその判断から導き出される対応方法の表示法
等をデザインする事が重要な課題となる。また，
毎年，蓄積されていくデータの処理・保管・利用
方法も合わせて考えなければならない。 
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Development of Early Judging and Responding 
System for Students with Developmental 
Disorders in Technical High Schools 
Hiroaki MATSUDA 
◎教職員個々の特別支援及び発達障害に関す
る知識・技術が不足していること。また，そ
のための研修時間の確保が難しいこと。 
◎不適切な対応により生徒との信頼関係が悪
化すること。 
◎教科担任のクラス情報が共有化されにくく，
問題点が判明しにくい。もしくは，判明して
も教科間の調整を行う教職員がいないこと。 
◎最終的にトラブルが生じた場合，学年と関係
分掌が連携して対処するが，特に担任の負担
が大きくなること。 
